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価値協創ガイダンスの全体像
（日本電気株式会社）

日本電気株式会社 近内 宗樹



2 © NEC Corporation 2020

１.What‘s NEC
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2.NECの価値創造プロセス
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３.価値協創ガイダンスの全体像
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３-1.価値観①

▌企業理念と経営のビジョン
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３-1.価値観②

▌社会との接点

NECのpurposeは、安全・安心・公平・効率という社会価値を創造し、誰もが人間性を

十分に発揮できる持続可能な社会に実現を目指すことにあります。ベタープロダクツ・

ベターサービス、常にゆるぎないインテグリティと人権の尊重、あくなきイノベーション

の追求をPrinciplesとして、ESG視点の経営優先テーマ「マテリアリティ」の実践をはじ

めとした強みを構築するための資本を投入し、経済・社会価値を創出することでSDGs

達成にも貢献します。

▌安全・安心・公平・効率 ⇒ ７つの社会価値創造テーマ ⇒ SDGs達成への貢献

NECは、7つの社会価値創造テーマの各領域
でお客様やパートナーと共に、できたらすごい
を社会に創り出していきます。これらの７つの
社会価値創造テーマとSDGsは、社会課題を起
点に同じ方向を向いており、できたらすごいを
社会に創ることは、SDGsの達成に貢献するこ
とでもあります。
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３-２.ビジネスモデル①

▌市場勢力図における位置づけ

官公庁・企業向けＩＴサービス大手。通信インフラ国内首位。
画像認証技術に強み。宇宙事業も。（四季報）

【富士通】

ＩＴサービス、サーバーで国内首位。官公庁・金融・流通向け多い。非コア事業の分社化推進

▌付加価値連鎖における位置づけ、差別化要素およびその持続性

ﾈｯﾄﾜｰｸ、IT（PF,ｻｰﾋﾞｽ）、AI技術を融合する「インテグレーター」としての強み
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３-２.ビジネスモデル②

▌競争優位の源泉となる経営資源・無形資産（人的資本/知的資本）

▌競争優位を支えるステークホルダーとの関係

インクルージョン&ダイバーシティの推進

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな人材採用・M&A 、女性登用・活躍推進、障害者雇用、LGBT理解推進

・社会/関係資本 ･長年にわたるお客様との信頼関係、地域貢献活動をとおした自治体連携関係

・顧客基盤、国際機関との共創、IR対話、NPO協働、従業員直接対話

・製造資本 ⇒ 安心・安全で透明性の高いサプライチェーン

▌収益構造・牽引要素

・社会価値の創出に向けた事業セグメント（社会公共、社会基盤、ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ、ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ）

・社会と暮らしのDX、企業と産業のDXがドライバー
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３-3.持続可能性・成長性①

▌ESGに対する認識

▌主要なステークホルダーとの関係性の維持

社会の価値観が常に変化する中、真に価値のある製品・サービスを提供するためには、さまざまな
ステークホルダーと対話し共創するプロセスを、企業活動に組み込んでいく必要があり、ステークホルダー
との対話・共創を進めていく。

⇒ 「Orchestrating a brighter world」の”Orchestrating”

創業当初から実践してきた、社会や環境への配慮等の取り組みをより一層事業戦略と結びつけ、社会
と自らの成長に繋げていくためESG視点の経営優先テーマを特定・制定。

社会と暮らしのDX
企業と産業のDX

社会価値創造型企業の基盤と
して長期にわたり、経営全般で
取り組むべきテーマ

2020中計

【マテリアリティ（ESG視点の経営優先テーマ）】
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３-3.持続可能性・成長性②
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３-3.持続可能性・成長性③

▌技術変化の早さとその影響

技術革新、市場の投資領域の変化に対応した既存事業からの転換

・デジタル化を契機とした他社、他業界からの新規参入

・顧客産業自体の構造転換

・生体認証などプライバシー、セキュリティーを担保した技術開発
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３-４.戦略①

▌バリューチェーンにおける影響力強化、事業ポジションの改善

コア技術やソリューションの開発を推進するとともに、Ｍ＆Aや協業を通じて新たな顧客基盤、

デリバリリソース、コア技術、ビジネスモデルを獲得していく

▌人的資本への投資

・人と組織の変革施策の考え方を明確にした「HR方針」を策定

・実行力強化に向けた評価制度の導入（９ブロック、多面評価）

・高度専門（プロフェッショナル）人材の育成、獲得

・次世代経営者の育成
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３-４.戦略②

▌技術（知的資本）への投資

・「あくなきイノベーションの追求」をPrinciplesの1つに掲げ、CTOのもとに次なる成長に向けた

技術戦略を策定。売上収益の4％程度を継続的に研究開発費にあてる

・NECが保有するNo.1/Only１のコア技術へ集中投資（データサイエンス、ICTﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ）

▌ブランド・顧客基盤構築

知的財産をNECの事業競争力

や事業安定性、さらにはお客様と

の共創に資する重要な経営資源

と位置づけ、特許権やノウハウ、

意匠権や商標権の強化と保護を

推進
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３-４.戦略③

▌企業内の組織づくり
事業セグメント（顧客・業種軸）

NW、IT（PF,ｻｰﾋﾞｽ）、AI技術を融合し、デリバリー

全社横断組織

・先端技術の開発､共通PF開発、新技術の事業化

･HW､SW､SL弾だし､品揃え

▌成長加速の時間を短縮する方法

注力事業領域においてM&A加速
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３-４.戦略④

▌ESG・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな社会課題の戦略への組込

▌経営資源・資本配分戦略

短期利益の最適化と長期利益の最大化による適切な資本配分により成長と企業価値の
向上を実現する

経済価値と社会･環境価値を同時に拡大するため、ESG視点で２つの成長領域に注力

・NEC Safer Cities ⇒ 社会と暮らしのDX
生態認証や映像解析を含むAI･IoT関連の

先端技術を活用し、人々がより自由に能力を

発揮して豊かな生活を送ることができる、

安全･安心で効率･公平な都市の実現を支える

・NEC Value Chain Innovation ⇒ 企業と産業のDX
食料廃棄や労働力不足、消費環境の変化、多様化する脅威などに直面する企業の課題を解決するため、

人やモノ・プロセスを産業の枠を超えてつなぎ、バリューチェーン全体で共有し新たな価値を生み出す

・キャッシュの創出 ⇒ 収益性の改善、資本効率の向上、保有資産の現金化

・キャピタル・アロケーション ⇒ 財務体質の健全性確保、株主還元、成長を実現する為の成長投資
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３-５.成果と重要な成果指標

▌財政状態及び経営成績の分析

決算短信（MD&A開示）

▌企業価値創造と独自KPIの接続による価値創造設計

▌資本コストに対する認識

事業部門にROIC経営を導入予定（一部先行導入し、社内リファレンスとして活用を計画）
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３-６.ガバナンス①

▌経営課題解決にふさわしい取締役会の持続性 取締役の員数削減

員数 社外比

1999年 37名 2.7%

2012年 11名 45.5%

2020年 11名 45.5%

2000年より執行役員制導入（業務と監督の分離）を実施。

取締役を減員し議論の充実による経営健全性の確保と迅速な意思決定を
目指す。
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３-６.ガバナンス②
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３-６.ガバナンス③

▌社長、経営人のスキルおよび多様性

・2011年よりチーフオフィサー制度を導入し、全社横断的な戦略を強化

・社外出身の執行役員クラスを複数登用し外部目線・多様性を確保

⇒ 副社長2名（経済産業省出身、ＧＥ出身）CMO（IBM出身） その他多数登用

・現CFO：事業開発担当→グローバル戦略担当→副社長兼CFO→新社長（2021.4より）

▌社外役員のスキルおよび多様性
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３-６.ガバナンス④

▌戦略的意思決定の監督・評価

▌利益配分の方針

定時取締役会における経営意思決定に加えて、社外取締役と経営陣との間の議論の場として以下の
会議を設定し、経営方針と意思決定につき監督・評価

経営討議会（12月：中長期戦略）、予算説明会（3月：翌年度予算議論）

資本効率を重視した経営により、成長領域への投資や財務基盤の充実を図ることが長期的な企業価値
創出につながるとの考えから、株主還元は各期の利益状況や今後の資金需要を総合的に考慮して決定

⇒ 配当性向の水準は過去５年の利益に対して配当性向30%程度を目安としており、株主が期待する
配当を安定的に実現することを方針としている。

⇒ 自己株式取得は行わない前提。成長投資でより高い企業価値創出することが株主への還元に繋がる
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３-６.ガバナンス⑤

▌役員報酬制度の設計と結果

▌取締役会の実効性評価のプロセスと実行課題

・継続的な企業価値向上･企業競争力強化のため、優秀な人材を確保するとともに、業績向上への
インセンティブとして機能する、グローバル企業としてふさわしい水準･構成とすることが基本方針

・役員報酬の客観性、適正性を確保するため、事業内容、規模などの類似する企業を対象とした第三者
による役員報酬調査結果を踏まえて、報酬水準を決定

取締役および監査役全員を対象とした
アンケートを実施したうえで、その結果を
踏まえて個別インタビュー実施。

⇒当社が目指すべきガバナンス体制を
見据えて、取締役会の役割・機能、
運営方法に係る課題や改善点等に
関する意見を聴収。




